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改革で変わる 国民健康保険
　今年５月、国民に広く負担を求める医療保険改革法案が参院本
会議で可決、成立しました。平成30年度に運営主体を市町村から
都道府県に移し、財政基盤を強化することが柱となっています。
この改革について、７月号から３回にわたってお知らせします。

　日本では、すべての国民がいずれかの公的な医療保険制度に加入し、安心して医療を受けられる
体制（国民皆保険）が整備されています。
　国民健康保険とは、国民健康保険法に基づいて､市町村が運営しており、地域住民の助け合いに
よって、その地域に住所がある方に対して、病気、けが、出産等の場合に給付を行います。
　国民健康保険税とは、国民健康保険を行う自治体（長万部町／保険者）が、国民健康保険に要す
る費用に充てることを目的として、住民（加入者／被保険者）世帯の世帯主に課税し、納めていた
だく税金です。
　国民健康保険（以下国保）は、自営業、農業者･漁業者の方や会社を退職した方、パ－ト・アルバ
イト等の方々が加入し、国保税や国からの補助金等の財源により成り立っています。

　国では、現在この健康保険制度の改革を進めており、2018年度（平成30年度）を目処に国保運
営の都道府県化を目指しています。理由は加入者の高齢化などで、市町村の赤字体質が続いている
ため、運営の範囲を拡大し、安定させるのが狙いとなっています。

　長万部町もこの流れに伴い、来年度以降､段階的に国保税賦課限度額を国の基準に合わせていく
必要があります。今後とも、皆様のご理解ご協力をお願いいたします。

　以下、参考までに現在の国の限度額と長万部町の限度額をお知らせします。

　平成27年4月1日現在（単位／円）

　※長万部町では国の基準限度額より15万円下回っています。

合　 計介 護 分支 援 分医 療 分

850,000160,000170,000520,000国

700,000100,000130,000470,000長万部町

【 問 い 合 わ せ 先 】
■ 国民健康保険の資格については　　町民課戸籍医療年金係　☎２－２４５３
■ 国民健康保険税については　　　　税務課税務係　　　　　☎２－２４５２

【その１】国民健康保険（税）について
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